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業における USMCA をめぐる議論について、各種現地報道および 2018年 8月の現地調査の
結果も踏まえて検討する。
メキシコ自動車産業における NAFTA再交渉とその影響 
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はじめに 
 
北米自由貿易協定（North American Free Trade Agreement：以下、NAFTA）は、世界で初めての先
進国と途上国の間で結ばれた自由貿易協定としてよく知られており、米国・カナダ・メキシコ３




























                                                        
1 ライトトラックとは、米国の自動車車種の総称で、SUV、バン、ピックアップトラックが含まれる。 
2 筆者が 2018 年 8 月に行った現地調査では、日系自動車メーカー関係者が揃ってメキシコへの進出理由として
NAFTAと労働賃金の安さを挙げていたほか、ジェトロのビジネス調査等でも同様の結果が得られている［中畑
2018］。メキシコの賃金は 2014年水準で製造業月給が 316ドルであるのに対し、ブラジルは同 1012ドル、アル
ゼンチンで同 1375ドル、ペルーで同 464ドルなど、他のラテンアメリカ諸国と比較して圧倒的に低く、またタ
イ（同 363ドル）、中国（同 413ドル）などアジア諸国と比較しても低水準にある［JETRO 2016］。ペニャ＝ニ
エト前政権も積極的な外資系企業誘致のために最低賃金を低く抑える政策をとっていた。 
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2017年 7月、米国・カナダ・メキシコ３国の通商代表が NAFTAを 21世紀の現状に見合った協
定にする、いわゆる「現代化(modernization)」をめざして再交渉プロセスを開始することに合意し







2018年 5月 17日に（中間選挙前の）当時の米国議会のもとで新 NAFTA批准が可能となる期限
が到来し、トランプ大統領は 6月 1日に、今後は２国間での交渉に切り替えることを宣言した［El 





が続けられた ［El Economista, 22 de agosto de 2018］ 。 
2018 年 7 月 1 日の大統領選挙でアンドレス=マヌエル・ロペス=オブラドール（Andrés Manuel 
López Obrador）が勝利して以降、ロペス＝オブラドールが NAFTA交渉官に指名していたヘスス・
セアデ(Jesús Seade)氏 5もワシントン DCでの交渉に加わる。ロペス＝オブラドール氏は選挙中か
ら表明していたとおり、当選後、NAFTA 交渉においてエンリケ・ペニャ＝ニエト（Enrique Peña 
Nieto）政権の路線を引き継ぎ、ペニャ＝ニエト政権下での妥結をめざすとした。 




新合意に署名する事実上の期限となるためであった［El Economista, 22 de agosto de 2018］。 
                                                        
3 ジェトロ・メキシコ事務所中畑貴雄氏インタビュー、2018年 8月 13日、メキシコ市にて。 
4 サンセット条項は本来ビジネス用語で、定期的に買収防衛策や種類株式の内容や導入の是非を株主総会等で見
直す条項のことである。 
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表１ 当初の主な NAFTA交渉における争点（抜粋） 
関  連  章 提  案  内  容 




























デジタル貿易 ・デジタル製品への関税や差別的措置の禁止 ・データ・ローカライゼーションの全面的禁止など 
為替条項など ・競争的為替レートの切り下げの禁止 




限とみられていた 9月 20日を過ぎ、協定の内容を署名の 60日前までに公開しなければならない
とする大統領貿易促進権限法（TPA）の規定に基づき、米墨２国間協定案として 9月 28日、米国
議会およびメキシコ上院に提出された［El Financiero, 28 de septiembre de 2018］。同案には、後に
カナダも追加する余地を残していた［El Financiero, 28 de septiembre de 2018］。しかしながら、見
通しは立たず、メキシコ政府はこの時点でカナダ抜きの米墨２国間協定であっても締結する旨を
表明していた。一方で、両国の議会および産業界ではあくまで３国協定を望む声が強く、法案成
立も不安視されていた［El Financiero, 12 de septiembre de 2018］。 
その後、9月 30日深夜に米国とカナダは合意に至った。カナダは乳製品市場を米国に開放する
ことに同意する代わりに、米国は紛争解決条項（19章）に変更を加えないことで譲歩した［Correo, 
12 de octubre de 2018］。新協定は、「米国・メキシコ・カナダ協定（United States-Mexico-Canada 
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Agreement : 以下、USMCA)」としてペニャ＝ニエト政権最後の日である 11月 30日、アルゼンチ













表 2 世界の自動車生産台数（2017年） 
順位 国名 台数（万台） 
1 中国 2901.5 
2 アメリカ 1119.0 
3 日本 969.4 
4 ドイツ 564.6 
5 インド 478.3 
6 韓国 411.5 
7 メキシコ 406.8 
8 スペイン 284.8 
9 ブラジル 270.0 








マツダの日系 4社の合計生産台数は 133万台（シェア 34%）に上り、米国系メーカーとともにメ
キシコ自動車生産において重要な位置を占めている。 
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表３ メキシコにおける乗用車生産（2017年、1000台） 
企 業 生産台数 シェア 
Nissan 829.3 21.1% 
Honda 208.9 5.3% 
Toyota 151.1 3.8% 
Mazda 141.8 3.6% 
General Motors 805.8 20.5% 
Chrysler 628.6 16.0% 
Volkswagen 461.2 11.7% 
Ford Motor 315.5 8.0% 
KIA 221.5 5.6% 
Audi 158.6 4.0% 
Fiat 10.1 0.3% 
合計 3932.1 100.0% 













たのがマツダ、ホンダの工場をもつグアナファト州である。2010 年末には 13 社しか存在してい




                                                        
6 ただし、本データは企業の国籍を出資額の最も大きい国のみで分類しているため、外国資本が１位を占める日産
など一部の企業が含まれない。そのため、実際にはメキシコに進出する日系企業は、在メキシコ日本大使館の推
計によれば 1182拠点に上る［JETRO 2018a］。 
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表 4  バヒオ地域における日系企業数 
州 2010年末 2015年末 2018年 7月末現在 
アグアスカリエンテス 25 66 74 
グアナファト 13 130 162 
ハリスコ 12 29 39 
ケレタロ 16 43 56 
サン・ルイス・ポトシ 6 35 42 
計 72 303 373 
（出所）Secrretaría de Economía, Sociedades Mexicanas con Inversión Extranjera en su  
Capital Social. 
 (https://datos.gob.mx/busca/dataset/registro-nacional-de-inversiones-extranjeras-rnie) 





































サプライヤーであるティア１が 600 社、その下のいわゆる二次・三次下請けに当たるティア 2, 3




















                                                        
7 メキシコ日本商工会議所バヒオ支局藤山仁子氏へのインタビュー、2018年 8月 16日、グアナフアト州イラプア
ト市。 
8 2010 年時点でブラジルのサプライヤーの 61%が現地資本 100%または過半、タイではティア１の 53％が現地資
本 100%または過半であるうえ、ティア 2、ティア 3の地場企業が約 1700社存在するという［星野 2014］。 




63 ラテンアメリカ・レポート Vol. 35, No. 2, 2019 
2018年 8月 27日に発表された NAFTA再交渉の米国・メキシコ間のおもな合意事項は以下であ
った。自動車産業の無関税輸出の条件として、(1) 乗用車・ライトトラックの域内付加価値を現行
の 62.5%から 75％（ネットコスト方式）に引き上げる 11、(2)「スーパーコア」に指定された７品
目（エンジン、トランスミッション、車体・シャーシ、駆動軸・非駆動軸、サスペンション、ステ
アリング、リチウムイオン電池）は原則域内原産とし、かつネットコスト方式で 75％の原産地規














（CPTPP、または TPP11）とほぼ同率の 45％程度に相当するといわれる 12。 
一方、米国が強硬に主張していた NAFTAの自動失効を可能とする「サンセット条項」は、「期










でを対象外としている［Business Insider, November 30, 2018］14。ただし、USMCA合意後も米国に
                                                        
11 ネットコスト（純費用）方式とは、総費用から販売促進・アフターマーケット関連経費等を控除した計算方式である。 
12 ジェトロ・メキシコ事務所中畑貴雄氏へのインタビュー、2018年 8月 13日、メキシコ市。 
13 6年間の見直し期間中に合意すれば、さらに 16年間延長できる。また、仮に 6年後に合意に達しなかった場合
は、当初から 16年の間は合意に達するまで 3カ国間で毎年見直しが行われる。 
14 Business Insider, “The US, Canada, and Mexico's Newly Signed Trade Pact Looks a Lot Like NAFTA. Here Are the Key 
Differences between Them.” （https://www.businessinsider.com/us-canada-mexico-trade-deal-usmca-nafta-details-dairy-
auto-dispute-resolution-2018-10）, 2018年 12月 2日アクセス。 
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よる鉄鋼とアルミニウム製品に対する 25%の関税は維持される見通しである［CBC News, 



























するとともに、政権期間中には全国で２倍を実現すると公約している［El Economista, 12 de 
septiembre de 2018］ことも国民の賃金上昇期待につながっているといえるだろう。ロペス＝オブ
ラドール氏はすでに現行の最低賃金（約 90 ペソ/日）を 108 ペソに引き上げることを公言してい
る。ただし、メキシコの現在の最低賃金は現実を反映したものではなく、日系自動車工場では最
低賃金の 3 倍程度の賃金を以前から支払っており、ロペス＝オブラドール氏の政策の影響がすぐ
                                                        
15 CBC News, “‘Battle’ over as Trudeau, Trump, Pena Nieto Sign ‘New NAFTA’” 
（https://www.cbc.ca/news/politics/usmca-nieto-trudeau-trump-signing-1.4926961）, 2018年 12月 2日アクセス. 
16 ロペス＝オブラドール氏は、経済振興策（plan de desarrollo integral）の一環として、2019年 1月 1日付で北部国
境州の付加価値税（IVA）を現行の 16％から 8％へ、法人所得税（ISR）を 30％（最高税率）から 20%へ引き下
げると表明している［El Economista, 12 de septiembre de 2018］。 
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24 de agosto de 2018］という。2018年 11月 15日、16日には米国際貿易委員会(USITC)が USMCA
に関する公聴会を開催し、米国自動車業界の主要団体が証言を行った。米系完成車メーカーが加
盟する自動車政策会議(AAPC)会長は「新たな原産地規則は課題も多いが対応可能である」
［Bloomberg, November 16, 2018］20と一定の評価をする一方で、232条に基づく鉄鋼・アルミ製品
への追加関税は自動車生産１台あたり約 400 ドルのコスト上昇をもたらしており、この追加関税
が自動車産業全体ひいては米国経済全体に与えるマイナスの影響は USMCA の効果を消し去りか
ねないと警告する［CNN, November 15, 2018］21 。他方、トヨタやヒュンダイが加盟する世界自動
車メーカー協会(AGA)や、フォルクスワーゲンや BMWが加盟する米国自動車工業会（AAM）は、
新しい原産地規則は「不必要に煩雑であり、高コストかつ余計な投資を伴うサプライチェーン変
                                                        
17 ジェトロ・メキシコ事務所中畑貴雄氏へのインタビュー、2018年 8月 13日、メキシコ市。 
18 同上。 
19 JICAメキシコ自動車産業クラスター振興プロジェクトチーフアドバイザー上島篤志氏へのインタビュー、2018
年 8月 23日、ケレタロ州ケレタロ市。 
20 Bloomberg, “New North American Trade Deal Will Add to Costs, Automakers Warn,” November 16, 2018. 
(https://www.bloomberg.com/news/articles/2018-11-15/new-north-american-trade-deal-will-add-to-costs-automakers-warn) 
21CNN, “Democrats Signal Concerns on NAFTA Replacement,” November 15, 2018. 
 (https://edition.cnn.com/2018/11/15/business/new-nafta-usmca-hearing/index.html） 
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更を要求するものであり」（AGA）、「結果として米国産の自動車や部品の需要減少により、米国の
生産と雇用を減少させる」（AAM）と指摘する［Bloomberg, November 16, 2018］。さらには、米国
自動車部品工業会（MEMA）は、232条に基づく鉄鋼・アルミ製品への追加関税によりすでに米国
の中小企業がコスト負担を強いられ、国際競争力を失いつつあるとして、メキシコおよびカナダ
への 232 条適用除外を強く訴えており 22、既にトランプ政権による保護主義の弊害に米国企業が
苦慮していることが伺える 23。 




に 25%の関税をかけた場合で約 90万台、完成車および部品に 25%の関税をかけた場合には約 122
万台減少すると試算されている。その結果、米国の雇用全体は完成車のみに 25%の関税をかけた
場合で約 9 万人、完成車および部品に 25%の関税をかけた場合には約 20 万人減少し、それぞれ















全体 1840 610 2450 736 244 980 
米国産 0 1135 1135 0 454 454 
輸入車 3980 0 3980 1345 0 1345 
販売台数 全体（1000台） -904 -310 -1215 -373.5 -125.5 -493.6 
ディーラー収入 全体(10億ドル) -28.8 -10.3 -39.1 -12.2 -9.2 -16.3 
ディーラー雇用 全体（1000人） -50.9 -18.1 -69.0 -21.5 -7.3 -28.8 
米国の雇用全体（1000人） -87.2 -284.4 -197.2 -32.7 -115 -82.3 




                                                        
22 “Testimony of Ann Wilson, Motor & Equipment Manufacturers Association before the U.S. International Trade Commission 
Public Hearing on UnitedStates-Mexico-Canada Agreement,” November 15, 2018 
 （https://www.usitc.gov/press_room/documents/testimony/105_003_003.pdf）2018年 12月 18日アクセス。 
23 USMCA署名間近の 11月 26日、ゼネラル・モーターズ（GM）が EV車などへの経営資源投入のため、人員削
減・販売減少車種の減産などの北米事業再編策を発表し、トランプ政権による一連の関税措置は「向かい風」の
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11月の中間選挙の結果を受け、トランプ大統領は今後ますます極端な政策を実施するだろうと
































国への不法移民の減少につながる等の発言もある［Vanguardia, 11 de julio de 2018］。よって、産業
                                                        
24 バヒオ地域の日系企業を顧客とするメキシコ系コンサルタント企業 PRODENSA 社川村宣人氏へのインタビュ
ー、2018年 8月 17日、グアナファト州シラオ市。川村氏はバヒオ地域におけるジェトロ中小企業海外展開現地
支援コーディネーターも兼務する。 
25 日系自動車関連企業M社 K氏へのインタビュー、2018年 8月 27日。 
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28 前出の PRODENSA社川村氏および Sannohashi Manufacturing Mexico社久保田氏へのインタビューに基づく。 
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